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平成26年度定期監査・財政援助団体等監査の結果について(報告) 

 

 

 地方自治法第199条第４項及び第７項の規定により、平成26年度定期監査及び 

財政援助団体監査並びに指定管理者監査を実施したので、その結果を同条第９項の規定 

により報告します。 



 

定 期 監 査 報 告 書 

 

 

１ 監査の対象 

 

   平成26年度上半期  

   ・一般会計 

   ・特別会計   国民健康保険事業 後期高齢者医療事業 

   介護保険事業    倭財産区事業 

   永田財産区事業    中野財産区事業 

  下水道事業       農業集落排水事業 

   ・企業会計   水道事業 

 

   ・上記に関係するすべての部局課室等 

 

 

２ 監査の期間及び所管課等 

 

 平成26年11月７日から11月19日までの間 

所   管   課   等 監 査 日 

会計課、議会事務局、政策情報課、庶務課、危機管理課 

財政課、税務課、行政委員会事務局 
11月７日 

健康づくり課、福祉課、社会就労センター、高齢者支援課 11月10日 

子育て課、子ども相談室、保育課、都市計画課 11月11日 

消防課、上下水道課、環境課、文化スポーツ振興課 

高野辰之記念館、中山晋平記念館 
11月12日 

市民課、人権・男女共同参画課、人権センター 

農業委員会事務局、売れる農業推進室、商工観光課 

勤労青少年ホーム、働く婦人の家 

11月17日 

農政課、地域振興課、道路河川課、新幹線対策室 11月18日 

学校教育課、学校給食センター、生涯学習課、公民館 

図書館、博物館 
11月19日 
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３ 監査の方法 

 

平成26年度上半期（４月１日から９月30日までの間）における財務に関す

る事務の執行等について、あらかじめ提出された監査資料に基づき、関係職

員に説明を求めるとともに、関係書類の照合等により実施した。 

監査にあたっては、その事務を処理するにあたり、住民の福祉の増進に努

めているか、最少の経費で最大の効果をあげるようにしているか、常にその

組織及び運営の合理化に努めているかに留意するとともに、次の事項を主眼

として実施した。 

１ 財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているか。 

２ 経営に係る事業の管理が、合理的かつ効率的に行われているか。 

３ 事務事業の執行に関わる工事について、当該工事の設計、施工等が適

正に行われているか。また、建物等の維持管理が良好であるか。 

 

４ 監査の結果 

 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理は、おおむね適正かつ

効率的に行われているものと認められた。 

収入・支出事務は、一般会計では歳入予算額20,639,711千円に対する収入

割合は45.9％、歳出の執行率は37.1％となっている。 

特別会計(８会計)では、歳入予算額12,429,808千円に対する収入割合は

37.0％、歳出の執行率は40.5％となっている。 

水道事業会計では、歳入予算額1,392,852千円に対する収入割合は33.3％、

歳出予算額1,794,302千円に対する執行率は31.6％となっている。 

平成26年度上半期の市税は、平成25年度同時期に比べ収入額及び収納率と

もに上回り、収入未済額は減少している。市税をはじめとする各種未収金の

解消は、財源確保と負担の公平・公正を期するためにも極めて重要な課題で

ある。引き続き、全庁を挙げて収納の促進に取り組むと共に、長野県地方税

滞納整理機構と連携を密にしながら未収金の回収に努められたい。 

 

―2― 



 

 

また、各種事業の実施にあたっては、適期な執行を図ると共に、最少の経

費で最大の効果をあげるよう努められたい。 

なお、軽微な改善事項は、監査当日、関係部課長等に改善・検討を促した

ところである。  
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26年度（A） 予算比 25年度（B） 予算比 (A－B）

１ 市税 5,398,500,000 2,908,275,812 53.9 2,803,180,452 52.0 105,095,360 ※

２ 地方譲与税 223,000,000 59,922,000 26.9 63,624,000 28.5 △ 3,702,000

３ 利子割交付金 11,500,000 3,570,000 31.0 3,822,000 29.4 △ 252,000

４ 配当割交付金 7,600,000 4,655,000 61.3 2,937,000 50.6 1,718,000

５ 株式等譲渡所得割交付金 2,400,000 0 0.0 0 0.0 0

６ 地方消費税交付金 703,000,000 293,915,000 41.8 253,883,000 57.4 40,032,000

７ ゴルフ場利用税交付金 10,000,000 2,811,375 28.1 2,897,055 29.0 △ 85,680

８ 自動車取得税交付金 59,000,000 5,289,000 9.0 20,949,000 33.3 △ 15,660,000

９ 地方特例交付金 19,500,000 17,094,000 87.7 18,052,000 92.6 △ 958,000

10 地方交付税 5,965,102,000 4,091,948,000 68.6 4,095,000,000 68.3 △ 3,052,000

11 交通安全対策特別交付金 6,700,000 2,914,000 43.5 3,583,000 53.5 △ 669,000

12 分担金及び負担金 299,528,000 139,392,252 46.5 139,914,823 46.9 △ 522,571

13 使用料及び手数料 254,204,000 113,681,113 44.7 127,297,663 50.1 △ 13,616,550

14 国庫支出金 1,953,391,000 852,719,123 43.7 698,796,000 36.2 153,923,123

15 県支出金 1,377,551,000 173,522,075 12.6 159,695,003 15.7 13,827,072

16 財産収入 105,812,000 103,485,997 97.8 96,313,175 97.6 7,172,822

17 寄附金 5,110,000 10,586,120 207.2 4,871,465 156.6 5,714,655

18 繰入金 554,620,000 0 0.0 0 0.0 0

19 繰越金 530,892,000 531,319,385 100.1 411,078,630 86.1 120,240,755

20 諸収入 936,948,000 168,286,331 18.0 181,551,303 19.8 △ 13,264,972

21 市債 2,215,353,000 0 0.0 0 0.0 0

合　 　　計 20,639,711,000 9,483,386,583 45.9 9,087,445,569 45.7 395,941,014

※　上記市税の収入済額には、この他に９月末時点で歳入歳出外現金会計へ収入となっている市税分が加算される。

資料　１

(単位：円、％)

平成２６年度　一般会計歳入予算執行状況及び前年度比較（９月末現在）

収　入　済　額
比　　較 備　 　考科 目

26年度予算現額
（繰越額含む）
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資料　２

 

26年度（A） 執行率 25年度（B） 執行率 (A－B）

１ 議会費 196,985,000 100,399,688 51.0 99,995,293 52.6 404,395

２ 総務費 2,510,388,000 823,587,152 32.8 788,173,946 32.5 35,413,206

３ 民生費 6,490,343,000 2,473,515,941 38.1 2,076,047,753 36.5 397,468,188

４ 衛生費 2,413,534,000 551,253,599 22.8 434,603,994 16.6 116,649,605

５ 労働費 86,967,000 39,269,891 45.2 38,021,147 37.7 1,248,744

６ 農林水産業費 1,444,130,000 390,180,777 27.0 370,828,106 41.8 19,352,671

７ 商工費 582,764,000 403,535,921 69.2 425,934,715 67.1 △ 22,398,794

８ 土木費 2,239,422,000 758,642,829 33.9 675,027,707 27.1 83,615,122

９ 消防費 715,147,000 387,577,281 54.2 351,912,404 45.5 35,664,877

10 教育費 1,666,203,000 607,430,390 36.5 660,220,624 38.3 △ 52,790,234

11 公債費 2,253,828,000 1,111,736,263 49.3 1,132,803,997 48.9 △ 21,067,734

12 予備費 40,000,000 0 0.0 0 0.0 0

合　　　計 20,639,711,000 7,647,129,732 37.1 7,053,569,686 35.5 593,560,046

歳入歳出差引額 0 1,836,256,851 ― 2,033,875,883 ― △ 197,619,032

平成２６年度　一般会計歳出予算執行状況及び前年度比較（９月末現在）

備　　 考

(単位：円、％)

科 目
支　出　済　額

比　　較26年度予算現額
（繰越額含む）
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資料　３

26年度（A） 予算比 25年度（B） 予算比 26年度（C） 執行率 25年度（D） 執行率 26年度（A-C） 25年度（B-D）

国民健康保険事業 5,333,303,000 1,888,992,551 35.4 2,148,893,926 40.1 2,186,191,481 41.0 2,118,128,301 39.5 △ 297,198,930 30,765,625

後期高齢者医療事業 439,072,000 187,162,373 42.6 137,622,700 34.4 142,277,107 32.4 144,519,562 36.1 44,885,266 △ 6,896,862

介護保険事業 4,019,759,000 1,551,590,679 38.6 1,500,561,346 38.5 1,651,538,560 41.1 1,580,165,574 40.5 △ 99,947,881 △ 79,604,228

倭財産区事業 895,000 357,827 40.0 279,761 24.6 308,095 34.4 75,016 6.6 49,732 204,745

永田財産区事業 552,000 333,077 60.3 163,990 27.7 26,919 4.9 20,443 3.5 306,158 143,547

中野財産区事業 2,103,000 123,871 5.9 965,463 42.0 101,640 4.8 224,403 9.8 22,231 741,060

下水道事業 1,885,420,000 699,619,490 37.1 649,574,771 32.2 734,116,345 38.9 752,430,101 37.3 △ 34,496,855 △ 102,855,330

農業集落排水事業 748,704,000 272,107,328 36.3 265,558,099 36.2 317,565,126 42.4 317,815,755 43.4 △ 45,457,798 △ 52,257,656

合　 　計 12,429,808,000 4,600,287,196 37.0 4,703,620,056 37.9 5,032,125,273 40.5 4,913,379,155 39.6 △ 431,838,077 △ 209,759,099

歳入歳出外現金会計 - 2,224,122,433 - 2,249,298,135 - 1,859,159,999 - 1,884,453,174 - 364,962,434 364,844,961

歳入 （調定額） （調定額） (支出決定済額) (支出決定済額)

1,392,852,000

歳出

1,794,302,000

△ 102,193,746

収　入　済　額

31.6

会　計　名

水  道  事  業 33.3

支　出　済　額

566,922,548445,328,968

(単位：円、％)

26年度予算現額
（繰越額含む）

平成２６年度　特別会計・企業会計予算執行状況及び前年度比較（９月末現在）

35.2 △ 103,680,56640.0

収支差引額

547,522,714463,241,982
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資料　４

調　定　額 5,829,044,373 5,746,600,215 82,444,158 101.4

収　入　額 3,115,162,647 3,011,234,966 103,927,681 103.5  ※

収入未済額 2,713,881,726 2,735,365,249 △ 21,483,523 99.2
（内納期到来分） （ 616,385,507 ） （ 615,028,814 ） （ 1,356,693 ） （ 100.2 ）

収　納　率 53.4 52.4 1.0
（内納期到来分） （ 82.4 ） （ 81.9 ） （ 0.5 ）

調　定　額 1,551,793,326 1,614,354,966 △ 62,561,640 96.1

収　入　額 426,756,129 430,752,403 △ 3,996,274 99.1  ※

収入未済額 1,125,037,197 1,183,602,563 △ 58,565,366 95.1
（内納期到来分） （ 438,543,851 ） （ 467,645,850 ） （ △ 29,101,999 ） （ 93.8 ）

収　納　率 27.5 26.7 0.8
（内納期到来分） （ 46.1 ） （ 44.9 ） （ 1.2 ）

調　定　額 1,450,408,428 1,497,127,835 △ 46,719,407 96.9

収　入　額 396,699,045 395,957,170 741,875 100.2

収入未済額 1,053,709,383 1,101,170,665 △ 47,461,282 95.7
（内納期到来分） （ 416,820,765 ） （ 444,010,972 ） （ △ 27,190,207 ） （ 93.9 ）

収　納　率 27.4 26.4 1.0
（内納期到来分） （ 45.7 ） （ 44.3 ） （ 1.4 ）

調　定　額 101,384,898 117,227,131 △ 15,842,233 86.5

収　入　額 30,057,084 34,795,233 △ 4,738,149 86.4

収入未済額 71,327,814 82,431,898 △ 11,104,084 86.5
（内納期到来分） （ 21,723,086 ） （ 23,634,878 ） （ △ 1,911,792 ） （ 91.9 ）

収　納　率 29.6 29.7 △ 0.1
（内納期到来分） （ 53.5 ） （ 55.0 ） （ △ 1.5 ）

※　市税及び国民健康保険税の収入額は、９月末時点の歳入歳出外現金会計に収入済となった額も含めたものである。

市税及び国民健康保険税の前年度比較　(９月末現在)

（内訳）
 退職被保険者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円、％)

（内訳）
 一般被保険者

市　　　　　税

国民健康保険税

備　 考比較増減（A-B）25年度（B）26年度（A）科　　　　　目
前年度対比
(A/B×100)
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財 政 援 助 団 体 等 監 査 報 告 書 

 

 

１ 監査の団体等  

(1) 財政援助団体 

補助金の名称 団 体 名 所 管 課 監査日 

休日緊急診療所運営事業補助金 
一般社団法人中高

医師会 
健康づくり課 12月17日 

高齢者福祉施設利用補助金 
中野市老人クラブ

連合会 
高齢者支援課 12月17日 

土地改良区合同事務所運営補助金 
中野市土地改良区

合同事務所 
農政課 12月17日 

北信州土地改良区運営費補助金 北信州土地改良区 農政課 12月19日 

 

(2) 指定管理者 

施 設 名 団 体 名 所 管 課 監査日 

中野市多目的サッカー場 中野市体育協会 
文化スポーツ振

興課 
12月19日 

中野市豊田温泉公園（もみじ荘） 

株式会社斑尾 地域振興課 12月19日 
中野市斑尾高原体験交流施設 

（まだらおの湯） 

中野市豊田ふるさと交流館 

        （道の駅豊田） 

中野市浜津ケ池公園市民センター 
信州中野蕎麦文化

普及会 
商工観光課 12月19日 

 

２ 監査対象年度  平成25年度 

 

３ 監査の方法 

(1) 財政援助団体 

補助金交付先の団体からあらかじめ提出を求めた資料に基づき、団

体関係者及び所管課の関係職員に説明を求めるとともに、関係書類の

照合等により実施した。 

監査にあたっては、その事務が関係法律に基づき適正かつ効率的に

執行されているかについて、次の事項を主眼として実施した。 

① 補助金の財政援助の決定は法令等に適合しているか。 

② 補助金の交付目的及び補助対象事業の内容は明確か。 

また、公益上の必要性は充分か。 
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③ 補助金の額の算定、交付方法、時期及び手続き等は適正か。 

④ 補助金の効果及び条件の履行の確認は、実績報告書等によりなさ

れているか。 

 

(2) 指定管理者 

指定管理者からあらかじめ提出された資料に基づき、指定管理者及

び所管課の関係職員に説明を求めるとともに、関係書類の照合等によ

り実施した。 

監査にあたっては、その事務が基本協定書に則り適正かつ効率的に

執行されているかについて、次の事項を主眼として実施した。 

① 施設は関係法令（条例を含む）の定めるところにより適切に管理

されているか。 

② 協定等に基づく義務の履行は適切に行われているか。 

③ 利用促進のための努力はなされているか。 

④ 公の施設の管理に関わる出納関係帳簿、記帳は適正になされてい

るか。また、領収書類の整備、保存は適切になされているか。 

   ⑤ 公の施設の管理に関わる管理規定、経理規定等の諸規定は、整備

されているか。 

 

４ 監査の結果 

(1) 財政援助団体 

各団体の出納、その他事務の執行は、おおむね適正に処理されてい

ると認められた。 

 

(2) 指定管理者 

指定管理者の出納、その他の事務の執行は、おおむね適正に処理さ

れていると認められた。 

 

  (3) 指摘事項 

特になし 
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財政援助団体の業務に関する会計の決算状況（平成25年度）  

   

(単位：円、％) 

※補助割合は、決算額に対する補助金額の割合です。 

 

 

 

 

指定管理業務に関する会計の決算状況（平成25年度）  

   

(単位：円、％) 

※事業費及び決算額の上段は、指定管理者の自主事業を含む 

          下段は、指定管理業務 
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団 体 名 
事業費 

(予算) 

左のうち 
決算額 

補助 

割合 補助金額 

一般社団法人中高医師会 12,747,560    2,289,000  14,280,505  16.0 

中野市老人クラブ連合会 2,913,000    408,000  2,363,651  17.3 

中野市土地改良区合同事

務所 
14,481,000 1,465,000  9,921,074  14.8 

北信州土地改良区 15,423,000 1,380,000  7,048,712   19.6 

施設名 
事業費 

(予算) 

左のうち 
決算額 利用料金制 

委託料 

中野市多目的サッカー場 
5,586,000     5,457,579  

不採用 
(5,586,000) 5,050,000  (5,457,579)  

中野市豊田温泉公園 

（もみじ荘） 

61,068,000     61,743,966  
採用 

(333,000) 350,000  (185,179)  

中野市斑尾高原体験交流

施設（まだらおの湯） 

63,250,000 0  61,076,577  
採用 

   

中野市豊田ふるさと交流

館（道の駅豊田） 

100,259,000  91,831,863  
採用 

(2,512,000) 2,638,000  (2,521,138)  

中野市浜津ケ池公園市民

センター 

9,111330  8,886,721  
不採用 

(1,900,030)  1,900,000  (1,900,016)  


